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７．個別中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  
         

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  2,958,751   3,113,263   2,796,715   

２．受取手形 ※３ 4,582,930   4,229,689   4,189,251   

３．売掛金  4,223,914   4,796,101   4,455,900   

４．たな卸資産  3,259,183   3,007,174   3,058,935   

５．繰延税金資産  193,192   152,749   207,800   

６．その他  104,693   60,932   166,716   

貸倒引当金  △  210,323   △  53,398   △  215,126   

流動資産合計   15,112,342 61.8  15,306,512 63.4  14,660,194 62.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1,2          

(1）建物  1,658,327   1,658,702   1,714,784   

(2）機械及び装置  2,809,208   2,814,713   2,991,658   

(3）その他  1,578,711   1,017,247   980,277   

計  6,046,246   5,490,663   5,686,720   

２．無形固定資産  81,733   34,732   40,754   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  2,766,979   2,803,918   2,639,938   

(2) 繰延税金資産  86,955   240,527   254,780   

(3）その他  395,443   453,536   357,214   

貸倒引当金  △  38,889   △ 179,782   △  39,555   

計  3,210,490   3,318,200   3,212,377   

固定資産合計   9,338,470 38.2  8,843,596 36.6  8,939,852 37.9 

Ⅲ 繰延資産   37 0.0  － －  － － 

資産合計   24,450,850 100.0  24,150,108 100.0  23,600,046 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）  
         

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※３ 3,779,957   3,818,213   3,344,323   

２．買掛金  1,294,951   1,371,489   1,312,653   

３．短期借入金  3,301,000   3,301,000   3,331,000   

４．一年内償還予定社債 ※２ 300,000   20,000   150,000   

５．一年内返済予定長期
借入金  252,264   242,464   242,464   

６．未払金  463,136   434,389   401,360   

７．未払法人税等  35,582   170,591   217,306   

８．未払消費税等 ※４ 39,394   69,278   61,428   

９．賞与引当金  385,000   360,000   380,000   

10. 設備支払手形 ※３ 436,568   176,128   91,465   

11．その他  22,165   28,059   19,625   

流動負債合計   10,310,020 42.1  9,991,613 41.4  9,551,626 40.5 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  －   320,000   120,000   

２．長期借入金  831,706   589,242   710,474   

３．退職給付引当金  715,273   750,276   691,343   

４．役員退職慰労引当金  307,807   120,710   337,350   

５．その他  17,354   20,257   18,556   

固定負債合計   1,872,140 7.7  1,800,486 7.4  1,877,723 7.9 

負債合計   12,182,161 49.8  11,792,100 48.8  11,429,349 48.4 

           

（資本の部）  
         

Ⅰ 資本金   1,599,000 6.5  － －  1,599,000 6.8 

Ⅱ 資本準備金   1,522,559 6.2  － －  1,522,559 6.5 

Ⅲ 利益準備金   335,983 1.4  － －  335,983 1.4 

Ⅳ その他の剰余金           

(1）任意積立金  8,090,000   －   8,090,000   

(2）中間(当期)未処分利
益 

 303,842   －   350,325   

その他の剰余金合計   8,393,842 34.4  － －  8,440,325 35.7 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  417,303 1.7  － －  282,578 1.2 

Ⅵ 自己株式   － －  － －  △ 9,750 △0.0 

資本合計   12,268,689 50.2  － －  12,170,696 51.6 
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前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

Ⅰ 資本金   － －  1,599,000 6.6  － － 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  －   1,522,559   －   

資本剰余金合計   － －  1,522,559 6.3  － － 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  －   335,983   －   

２．任意積立金  －   8,190,000   －   

３．中間（当期）未処分
利益  －   429,071   －   

利益剰余金合計   － －  8,955,054 37.1  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   － －  292,715 1.2  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  △  11,321 △0.0  － － 

資本合計   － －  12,358,008 51.2  － － 

負債・資本合計   24,450,850 100.0  24,150,108 100.0  23,600,046 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

百分比 
（％） 金額（千円） 

百分比 
（％） 金額（千円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   12,788,361 100.0  13,104,074 100.0  24,945,891 100.0 

Ⅱ 売上原価   11,243,554 87.9  11,304,399 86.3  21,881,763 87.7 

売上総利益   1,544,806 12.1  1,799,674 13.7  3,064,128 12.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,368,241 10.7  1,237,067 9.4  2,652,595 10.6 

営業利益   176,564 1.4  562,607 4.3  411,533 1.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  48,626 0.4  47,177 0.4  93,432 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  47,133 0.4  49,133 0.4  90,170 0.4 

経常利益   178,057 1.4  560,651 4.3  414,794 1.7 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  － －  66,054 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※４  1,439 0.0  49,736 0.4  66,187 0.3 

税引前中間(当期)純
利益 

  176,618 1.4  510,915 3.9  414,661 1.7 

法人税、住民税及び
事業税  25,000   158,000   230,000   

法人税等調整額  51,197 76,197 0.6 62,017 220,017 1.7 △ 34,394 195,605 0.8 

中間（当期）純利益   100,420 0.8  290,897 2.2  219,056 0.9 

前期繰越利益   203,421   138,173   203,421  

中間配当額   －   －   72,152  

中間(当期)未処分利
益   303,842   429,071   350,325  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

 

 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

    …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

   時価のないもの 

    …移動平均法による原

価法 

(1)有価証券 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 

 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

  時価のあるもの   

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(1)有価証券 

 

 

 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

    …決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

   時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品、商品、原材料及び仕

掛品 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原

価法 

(2)たな卸資産 

製品、商品、原材料及び仕

掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

製品、商品、原材料及び仕

掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）は定

額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物      31年 

 機械及び装置  ８年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づいております。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づいております。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見積額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当中間会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期負担額を

計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 会 計 基準変更時差異

(881,777千円)については、５

年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準

変更時差異(881,777千円)に

ついては、５年による按分額

を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に

備える為、内規に基づく中間

期末要支給額を計上してお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備える為、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

４．外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の条件を充たして

いる金利スワップについては

特例処理によっております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…投資有価証券・

借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…借入金 

 (3) ヘッジ方針 

  金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) 有効性評価の方法 

特例処理によっている金利

スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 

(4) 有効性評価の方法 

同左 

(4) 有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「設備支払手形」は、金額的重要

性が増したため、当中間会計期間より区分掲記してお

ります。なお、前中間会計期間末の「設備支払手形」

は271,701千円であります。 

               

 
追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

（賞与引当金） 

従来、流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払従業

員賞与」は、平成13年２月14日付け

で、日本公認会計士協会よりリサー

チ・センター審理情報Ｎｏ．15が公

表されたことを受けて、当中間会計

期間より「賞与引当金」として掲記

しております。なお、前中間会計期

間末の「未払従業員賞与」は380,600

千円であります。 

            （賞与引当金） 

従来、流動負債の「未払費用」に

含めて表示しておりました「未払従

業員賞与」は、平成13年２月14日付

けで、日本公認会計士協会よりリサ

ーチ・センター審理情報Ｎｏ．15が

公表されたことを受けて、当事業年

度より「賞与引当金」として表示し

ております。なお、前事業年度の「未

払従業員賞与」は 380,000千円であり

ます。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

                                            （自己株式） 

前事業年度において資産の部に計

上していた「自己株式」（流動資産

9,059千円）は、財務諸表等規則の改

正により当事業年度より資本に対す

る控除項目として資本の部の末尾に

表示しております。 

            （自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当中間期の損

益に与える影響は軽微であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸借

対照表の資本の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

これに伴い、前中間期において資

産の部に計上していた「自己株式」

（流動資産9,750千円）は、当中間期

末においては資本に対する控除項目

としております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項  目 前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
11,662,527千円 12,099,820千円 11,672,683千円 

※２．担保資産 担保に供している資産                       担保に供している資産 

 
 
建物 696,755千円

機械及び装置 1,429,867 

その他 276,121 

計 2,402,744 
  

  
建物 794,710千円

機械及び装置 1,717,627 

その他 267,718 

計 2,780,057 
  

 上記物件に工場財団を設定し、  上記物件に工場財団を設定し、 

 
一年内償還
予定社債 300,000千円 

 
 
一年内償還
予定社債 150,000千円 

 の担保に供しております。  の担保に供しております。 

※３．期末日満期手形 期末日満期手形の会計処理

については、当中間会計期間末

日は、金融機関の休日でありま

すが満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

なお中間期末日満期手形は次

のとおりであります。 

 受取手形    635,453千円 

 支払手形   872,234千円 

 設備支払手形 112,303千円 

───── 期末日満期手形の会計処理

については、当事業年度末日

は、金融機関の休日であります

が満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。な

お期末日満期手形は次のとお

りであります。 

受取手形    550,725千円 

支払手形    831,131千円 

設備支払手形  33,324千円 

※４．消費税等の取扱い 仮払消費税及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「未

払消費税等」として表示してお

ります。 

同左 ───── 
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（中間損益計算書関係） 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要

なもの 
   

受取利息 1,179千円 824千円 2,139千円 

受取配当金 31,946千円 33,530千円 42,483千円 

※２．営業外費用のうち重要

なもの 
   

支払利息 27,626千円 27,731千円 56,474千円 

社債利息 9,186千円 1,785千円 15,179千円 

※３．特別利益のうち重要な

もの 
   

    投資有価証券売却益 －千円 －千円 66,054千円 

※４．特別損失のうち重要な

もの 
   

    投資有価証券評価損 －千円 14,129千円 16,155千円 

    会員権評価損 －千円 34,425千円 28,775千円 

 ５．減価償却実施額    

有形固定資産 420,178千円 444,450千円 865,714千円 

無形固定資産 40,929千円 6,021千円 81,909千円 
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（リース取引関係） 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 
 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及
び装置 36,441 15,647 20,794 

有形固
定資産
その他 

30,100 19,529 10,571 

無形固
定資産 147,524 120,627 26,896 

合計 214,066 155,804 58,262 

  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及
び装置 41,340 14,226 27,114 

有形固
定資産
その他 

61,263 23,994 37,268 

無形固
定資産 39,959 30,249 9,709 

合計 142,563 68,470 74,093 

  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械及
び装置 41,229 19,356 21,873 

有形固
定資産
その他 

60,418 23,424 36,994 

無形固
定資産 44,955 30,195 14,759 

合計 146,603 72,976 73,626 

  
 （注） 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料期末残高相

当額 

 
 
１年内 28,582千円

１年超 29,680千円

合計 58,262千円
  

 
１年内 24,013千円

１年超 50,079千円

合計 74,093千円
  

 
１年内 23,746千円

１年超 49,880千円

合計 73,626千円
  

 （注） 未経過リース料中間期

末残高相当額は未経過

リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割

合が低いため、支払利

子込み法により算定し

ております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残

高相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に

占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定しておりま

す。 

 ３．支払リース料及び減価償却

費相当額 

３．支払リース料及び減価償却

費相当額 

３．支払リース料及び減価償却

費相当額 

 支払リース料 21,612千円 支払リース料 14,337千円 支払リース料 41,354千円 

 減価償却費相
当額 21,612千円 

減価償却費相
当額 14,337千円 

減価償却費相
当額 41,354千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはありません。 

 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,188円82銭

１株当たり中間純利益 9円73銭
  

  
１株当たり純資産額 1,199円29銭  

１株当たり中間純利益 28円23銭  
  

  
１株当たり純資産額 1,180円76銭  

１株当たり当期純利益 21円25銭  
  

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を発

行していないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、新

株予約権付社債等潜在株式がない

ため記載しておりません。また、

１株当たり情報の計算について

は、当中間会計期間より自己株式

数を控除して算出しております。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を発

行していないため記載しておりま

せん。また、１株当たり情報の計

算については、当期より自己株式

数を控除して算出しております。 

 

 


